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Ⅰ　はじめに
　平成17年10月１日、３大学の統合に伴い、これま
での教育学部を改組し、富山大学人間発達科学部が
誕生した。この新学部は、アドミッションポリシー
に示されているように、「人間の豊かな発達と環境
との調和を目指すとともに、持続可能な学習を支援
できる教育人材を育成すること」を教育目標として
いる。
　このことから、教育学部時代からの「『教育』をキー
ワードにした人材育成を行う」というスタンスを保
ちながらも、新学部は学校教育にとらわれず、より広
範囲な生涯学習の視点に立っての人材育成を行おう
とする学部に生まれ変わったと捉えることができる。
　とはいえ、県内の学校教育、とりわけ義務教育につ
いての実践研究の一翼を担う人間発達科学部である
ことには、何ら変わりがないという側面も備えている。
　以下ここでは、学部改組を契機に、今日的な教育
環境の変化を踏まえながら、もう一度「学校（以下、
ここでは「幼稚園」も含め「学校」と示す）」の存
在意義を問い直す。そして、「人間力」(1) の育成を目
指した学校教育の研究開発校としての附属学校園の
創造的なプランを提案することを本論の目的とする。
Ⅱ　学校の存在意義を問い直す
　教育の目的は、教育基本法第一条に、「教育は、
人格の完成をめざし、平和的な国家及び社会の形成
者として、真理と正義を愛し、個人の価値をたっと
び、勤労と責任を重んじ、自主的精神に充ちた心身
ともに健康な国民の育成を期して行われなければな
らない」と述べられている。このことは、現在、教
育基本法の改正について様々な論議がなされてはい
るものの、いかに時代が変わろうともほぼ普遍的な
ものであろう。そして、現代の教育課程で追い求め
ている『生きる力』の育成が、この目標の達成に直
結していると考えることができる。
　それを受けて学校では、今、それぞれの学校の現
状に照らし、「生きる力」をはぐくんだ子ども像を「学
校教育目標」として具現化し、その目標の達成に向
けて様々な教育活動を展開している。
  いずれにしろ、どんなに時代が変わろうとも、教育
の目標に迫る上で、まず、学習者としての視点を第
一に考えるべきではないだろうか。そして、学校
の存在意義として、現在及び未来における子どもに
とっての価値を重視し、次の二点が欠かせないと考
える。
　しかし、現状の教育現場に目を向けると、教育行
政にも様々な変化が見られるとともに、様々な問題
が山積している。
　以下、ここでは、それらを受けて、今日的な教育
環境について、いくつかの視点から考えていくこと
にする。
１　「総合的な学習の時間」の新設
　平成14年、「総合的な学習の時間」が、小学校第
３学年から高等学校第３学年まで、すべての学年に
新設された。これによって、多方面において、以下
に述べる様々な変化（よさや問題状況）をもたらした。
①　この時間は、学習指導方法だけでなく、学習内
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容までも各学校にゆだねるという、戦後の教育課
程始まって以来、はじめて各学校の自主性の拡大
を認める改革である。これによって、各学校にお
いては、学校長を中心に様々な主体性の具現化の
方策を探る動きが見られるようになった。
②　生活科の延長上に「総合的な学習の時間」を
新設したことで（文部科学省1998）(2)、学問体系
重視以上に人格の形成を重視した学習時間、す
なわち、「自分の問題解決」を保障した学習時間
が、全教育課程に設定された。これに対して谷川
（2005）(3) は、カリキュラムにおいて、総合学
習を「私」、各教科を「公」として位置付け、は
じめて「私」的な視点がカリキュラム上に位置付
けられたことを評価した。
　　教育現場での取り組みに目を向けると、谷川の
言う「私」としての総合的な学習の時間の意義に
ついて、学校・教師の共通認識が図られないまま、
完全実施されてしまったと言わざるを得ない。
③　 「総合的な学習の時間」のねらいの２つめに、
「学び方やものの考え方を身に付け、問題の解決
や探究活動に主体的、創造的に取り組む態度を育
て、自己の生き方を考えることができるようにす
ること」(4) と述べられているように、これまで
の教科で求めていた「能力・資質」ではない、「生
き方」について考えることまでも真正面に据えた
学習、「到達目標」ではなく「方向目標」として
の「生きる力」に直結した時間が保障された（松
本2003）(5)。この「方向目標」としての「総合的
な学習の時間」に対する具体的な学習指導法をは
じめとする対応の仕方を明確にしないまま、完全
実施されてしまった。
④　特別活動と「総合的な学習の時間」とのねらい
の違いを一層明確にして、教育活動に当たろうと
する動きを生んだ。すなわち、これまでは学校行
事（特別活動の一部）は、あまりねらいが意識さ
れず、ともするとこなすことを重視した活動にな
りがちだった。しかし、「総合的な学習の時間」
が新設されたことで、学校行事の実施の意義を根
本から見直そうとするなど、すべての学校におけ
る活動について、それらの教育的な意義を問い直
す動きが見られるようになってきた。
２ 「基準性」の明確化
  平成15年12月、学習指導要領の一部改正が行われ、
その中で「基準性」の明確化が行われた（文部科学
省）。すなわち、これまでともすると、「～以上は扱っ
てはいけない」といった、いわゆる「歯止め規定」
として受け止められがちだった学習指導要領のねら
いが、そうではなく、その学年で最低限身に付けさ
せなければならない「最低基準」として、明確に示
されたのである。
　これによって、ねらいに達しない子どもに対して
は、補充学習などを徹底的に行わなければならなく
なったと同時に、能力の高い子どもに対しては、上
位学年の学習内容であれ、個に応じてどんどん扱う
ことが奨励されたと解釈することができる。
３　 「生きる力」と「確かな学力」のねじれ現象に
よる教育現場の混乱
　 「ゆとりの中で『生きる力』を」というキャッチ
フレーズで新学習指導要領による教育が展開された
直後、PISSA（2003）、TIMSS（2003）と２つの国際
学力調査の結果が発表され、「学力低下」が叫ばれ
るようになった。その結果、「生きる力」をねらっ
ていたはずの教育課程の中で、現行の学習指導要領
の成果が検証されない現状にもかかわらず、「生き
る力」の知的な側面である「確かな学力」だけがク
ローズアップされて、一人歩きを始めた感が強い。
さらにそのことを受けて、文部科学省は平成19年か
ら、全国一斉学力調査を実施していくことを決定し
ている。これによって、ますます学力重視、とりわ
け点数で測ることができる知的な能力のみを重視し
た教育活動に拍車がかかってきている現状がある。
　その結果、現場の教師は、一体何をねらって教育
活動を行えばいいのか混乱し、学習の主体者である
子どもたちまでも、学ぶ価値は何なのかを実感でき
ない状態であると言わざるを得ない。
　このままでは、今回の教育課程改革の価値が子ど
もたちに「よさ」として還元されないまま、「学校」
は「塾」化し、知的な能力が高い子どもだけがその
存在価値を自覚できる場へと「学校」が変貌するの
ではないかと危惧されるのである。
４　ノーマライゼーションの動きが生み出した様々
な今日的な問題
　様々なノーマライゼーションの動きが叫ばれ、
様々な制度改革がなされ、実際に具体化されてきて
いる。
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　しかしながら実際の教育現場に目を向けると、特別
な教育ニーズのある子どもに対して、特別支援教育に
直接携わっている教師の理解は高いものの、一般教
員や管理職の教師集団についてはまだまだ認識不足
の感が強く、様々な運営上の問題が多発している現状
であろう。理念を実践に生かすための実践研究成果
が待たれている現状といえるのではないだろうか。
　さらに富山県の幼児教育の実態に目を向けると、
療育施設はいくつか存在し、それらの職員が、一部
の市町村の保育所等へでかけるなどして指導を行っ
ている。しかし、障害のある幼児に対する幼児教育
について先進的に研究を進めている機関が県内には
存在せず、その結果、障害のある幼児を預かる保育
園などでは、手探りで保育を展開している状態では
ないだろうか。この分野について、文献ではなく実
践的に研究を進める機関の新設を待ちわびている現
状であると捉えることができる。
５　幼保一元化と２歳児からの幼稚園での受け入れ
の動き
　２歳児からの幼稚園への受け入れが実現するな
ど、幼保一元化の動きは、今後ますます加速されて
くることが予想される。
　その動きが実現していく中で、これまでの制度で
は予測できなかった新たな問題が生み出されてきて
いる。それらに対して、具体的によりよい幼児教育
のあり方を模索していこうとする必要性はますます
高まってくることが予想される。
　これら５つの今日的な変化を真正面から受け止
め、「よさ」を積極的に生かすとともに、問題点へ
の対応を強化していくことで、今こそ、もう一度子
どもにとっての学校の意義を問い直し、その視点か
ら子どもにとって価値ある学校の在り方について考
えてみる必要がある。
Ⅲ　発展的実践研究の視点を取り入れた附属
　学校園の改造（私案）
１　附属学校園の存在意義をどこに求めるか
　ここでは、現行の教員定員，幼児・児童・生徒・学
生定員を前提に、教員養成を前提としたこれまでの
教育学部の附属学校園から、富山県の教員養成を担
いながらも必ずしも教員養成だけに特化しない人間
発達科学部附属学校園への改組を前向きに捉える。
そして、そのことを契機に、より価値のある研究開
発型の附属学校園の在り方について、私見を述べる
ことにする。
　現在の富山大学人間発達科学部附属幼・小・中・
養護学校４校園は、隣接する敷地にある。それらに
はそれぞれに校園長が存在し、互いに連絡を取りな
がらも、合同で行う教育活動は運動会など一部に限
られ、独立した形で４つの学校園として運営されて
いるというのが現状であろう。
　そこで、
などのよさを最大限に生かし、４校園を一元化する
ことで、人間発達科学における実践的な実践研究の
拠点としての附属学校園の創設が可能ではないかと
考えた。
　具体的な提案を展開するに当たり、基本的な方針
として以下の５点を打ち立てた。
①　対象とする子どもは、幼児期（２歳）から義務
教育修了（15歳）までとし、一般社会の構成と類
似した教育環境として、健常児と障害児をできる
限り混在させた教育活動を展開する。
②　富山大学には附属高校がないことから、中学卒
業段階で、一般高校へ入学する際、決して子ども
が不利にならないよう、あくまで現行の学習指導
要領での目標をふまえた（最低限度とした）教育
課程による教育活動を展開する。
③　附属教員・学部教員だけでなく大学院教育や教
育実習等、学生の教育にも寄与できる実践的な研
究を推進する。
④　附属教員にとっては、公立学校ではできない附
属学校園ならではの一層特色ある実践研究を展開
する。
⑤　附属学校園の教育人材の育成や研究内容の成果
を通して、公立学校へ確実に還元できる人材育成
と研究内容の提供を行う。
２　提案する附属総合学園（仮称）の全体像
１）　一般社会の縮図としての学園
  現在の４校園を統合し、仮称「附属総合学園」１
・　４校園が同じ敷地にあること
・　人間発達科学部から近距離にあり、一層緊
密な連携を取りやすいこと
・　人間発達科学部で取得できる免許は幼・養・
小・中・高校免許であること
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校とする（学園長１，副学園長４、教頭４）。対象
とする子どもは２歳から15歳までの健常児と障害
児。これによって、一般社会に近い子ども社会を形
成し、その中で、様々な教育環境・メニューを準備
し、教育指導並びに人間発達科学研究に当たる。
２）　発達段階を手がかりにした４部門
  対象とする子どもを、以下の４つに大別し、発達
段階に応じた指導の在り方を探る（図1）。
３）学校のくらしの３ユニット化
　教育課程を、学び合う子どもの集団の在り方に着
眼し、次の３つのユニットに大別する。
　３つのユニットと設定したねらいとの関係を図２
に示す。この３つのユニットによる学習が効果的に
機能することが、子どもの豊かな学びを生むと考える。
４）２方向からの教員の教育指導・実践研修体制
　２）で述べた各部門と、３）で述べたユニットに
よる研修を組み合わせた形で、それらの効果や子ど
もの発達について、学部教員と附属総合学園の教員
とが連携を図りながら実践的な研究を継続的に行
う。２）にかかわる学部教員としては、主に教育学、
教育心理学、幼児教育、特別支援教育などのこれま
での組織でいうと学校教育系の大学教員が所属し、
３）については主に教科内容系の学部教員が所属す
る。そして、２方向からの多面的な視点で、学部教
員が同じ附属学校園の実践を中核に据えて共同で実
践研究に当たることで、学際的な研究としての実践
研究に厚みがでることを期待する。
　また、附属学校園の教員採用については、１つの
学園であることから、これまでの４つの学校園ごと
の教員採用ではない。そのため、学校種にとらわれ
ない連続的な教育実践・実践研究が可能となる。そ
の利点を生かし、校種に縛られない実践研究、同じ
幼児教育でも障害児と健常児の両サイドの立場から
見た指導の在り方などといった公立学校園では実施
が困難な研究も附属総合学園では可能となり、一層
独創的で価値ある成果が期待できる。　
①幼児教育部門  健常児２～５歳
　　　　　複数担任制
②初等教育部門　　〃　６～10歳
　　　　　学級担任制
③中等教育部門　　〃　11～15歳
　　　　　教科担任制
④特別支援部門　障害児２～15歳
　　　　　複数担任制（個に応じた指導）
学園長 １ （人）
副学園長 （４）
　・学園生活・教育課程担当 １
　・研究推進担当 １
　・大学・学部連携担当 １
　・県教委・地域連携担当 １
教頭 （４）
　・幼児教育部門 １
　・初等教育部門 １
　・中等教育部門 １
　・特別支援教育部門 １
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図１. 発達段階を手がかりにした４部門
2図２. 設定するユニットとそのねらい
１）同年齢集団学習（従来の教室における学習）
２）異年齢集団学習
　 （従来の異年齢合同学習の拡大バージョン）
３）単位制ステップ学習（個別進度発展学習）
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５）教員の県教委との連携と研究体制の充実
　以上に述べた発展的な研究拠点としての附属総合
学園を支える教員を確保するために、富山県教育委
員会とのさらに密接な連携が欠かせない。その具体
的な連携の視点として、次の２つを新たに提案する。
①　県教育委員会幹部候補生育成機関としての附属
総合学園
　現在の附属学校園の教員についても、附属学校園
から転勤した後、県教育委員会の様々な要職に就き
富山県教育の一端を担っていく教員が大部分である。
　この位置付けをさらに強化し、そのことが附属総
合学園の教員には富山県教育の一翼を担う使命があ
るという位置付けの関係を構築する。
　具体的には、附属総合学園の人事権を県教育委員
会に委譲し、将来県教育委員会の幹部候補生として
嘱望される35歳程度の若手教員を附属総合学園の教
員として派遣していただく。
　採用任期は８年間の期限付き採用。派遣された教
員は、８年後には各学校へ戻り、その後、県教育委
員会の幹部となっていくことが原則的に保証されて
いるという位置付けが望ましい。
②　大学院制度を生かした附属総合学園教員の研修
制度
　実践研究をより充実したものにする上で、８年任
期で附属総合学園に採用された教員は、８年の間に
必ず大学院で２年間学び、修士号を取得できるよう
にする。
　そのために、現在県教育委員会から派遣されてい
る現職大学院の制度を発展的に改正する。すなわち、
１年間に10名の現職大学院入学者を仮定したとき、
その10人分の年俸分を大学に寄付していただき、そ
の10人分を附属学校園の定員増に回し、大学院派遣
の枠を設定する。仮に、附属学校園の教員定数が80
人と仮定すると、実際には90人の教員が在籍し、そ
のうち10人は、順次毎年大学院に１年間研修に派遣
されていることになる。
　こうすることで、学部と附属総合学園の研究の一
体化を図ることができ、継続的な研究も可能となる。
また、附属学校園の負担軽減も図ることができるた
め、一層の効果が期待できるのである。
　そして、附属総合学園から、公立学校や教育委員
会等への転勤後は、これまでの学びを十分に生かし
ながら、その成果を県下すべての子どもたちに還元
できると確信する。
Ⅳ　新附属総合学園一元化論の詳細
１　発達段階からみた４部門の詳細
　現状の日本の教育制度を手がかりに、幼児期から
義務教育期を大きく４つに大別し、それらの教育の
在り方を実践的に研究していく。
１）幼児教育部門（２歳～５歳健常児対象）
　幼保一元化の動きに対応し、２歳児から就学前ま
での、複数担任制を中核に据えて、「生きる力の基礎」
をはぐくむ幼児教育の在り方を研究する。
　また、学部学生にとっては、幼稚園教員免許だけ
でなく、保育士免許取得のための教育実習園の性格
も兼ね備えることとなる。
２）初等教育部門（６歳～10歳健常児対象）
  学級担任制による学習指導を中核に据えて、小学
校低・中学年の「自立への基礎」をはぐくむ初等教
育の在り方を研究する。
　また、学部学生にとっては、小学校教員免許取得
のための教育実習校の性格ももつ。
３）中等教育部門（11歳～15歳健常児対象）
　教科担任制による学習活動を中核に据えて、小学
校高学年と中学校段階における「生きる力」をはぐ
くむ初等・中等教育の在り方を研究する。
　また、学部学生にとっては、小学校、並びに中・
高等学校教員免許取得のための教育実習校の性格も
もつ。
４）特別支援教育部門（２歳～15歳知的障害児対象）
　高等部を廃止し、幼児部を新設する。これによっ
て、幼児教育から義務教育修了時までという研究対
象をより鮮明にする。
　ここではノーマライゼーションの動きを背景に、
複数担任制を中核に据えて、個の実態に応じて「生
きる力」をはぐくむ特別支援教育の在り方を研究す
る。
　また、学部学生にとっては、小学校教員免許を基
礎免許とする養護学校教員免許取得のための教育実
習校としての性格ももつ。
　
２　学校のくらしの３ユニット化の詳細
１）同年齢集団学習（均一・平等な関係の中で）
　通常の小・中学校で一般的に行われている教科の
授業がこれに当たる。
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　同じ立場の仲間であることを前提にした子どもの
集団を基盤にした授業である。
　国語、社会、理科、美術（図工）、音楽、保健体育、
技術・家庭など、数学（算数）・英語以外の教科を扱う。
そして、それぞれの教科特有の「知の創り出し方（能
力・資質）」と「創り出された知」を、教材を核に
据えて、同年齢の仲間とのかかわり合いを通して問
題解決的に獲得していくことを目的とする。
２）異年齢集団学習（多様な仲間との交流を通して）
　現在の学校で行われている異学年交流学習・学校
間交流学習がこれに当たる。
　総合的な学習の時間、生活科、特別活動（清掃活
動や学校行事など）において、多様な構成員という
環境の中で、今を生きる子どもにとって、学問体系
にとらわれず個性的な本気の問題解決的な体験活動
を保障する。
　発達段階が異なる多様な子どもを一つの集団とし
て扱うことで、現実の社会と類似した集団を形成す
ることになる。これによってその中で、見方・考え
方だけでなく、生き方についても学び合う契機とし
ての意味合いが大きくなる。この意味では、いわば、
子ども社会の中での「自分探し」の時間ともいえよ
う。
　この時間は、「自分の生き方について考える」と
いう「総合的な学習の時間」新設の趣旨を最大限に
生かした時間ともいえる。
　ただ、すべての学習において、すべての子どもを
一堂に集めて学習展開を行うことについての吟味は
必要であろう。その内容に応じた学習集団の設定な
ど、様々な配慮も欠かせないと思われる。
３）単位制ステップ学習（個の能力開発に重点）
　このユニットは、集団として学習は行うものの、
集団の構成員が変化するため、集団としての高ま
りは１）、２）に比べて薄い。自分の能力に応じて、
あくまで自分のペースで学習を進める授業がこれに
当たる。学年・発達段階を超えて、能力・資質的に
みて均質な集団を対象にして行う学習指導法である。
　具体的には、集団学習として教師が中心に授業を
行うものの、確認テストを頻繁に行い、その都度、
学習集団を変えていく。そういう意味では、そろば
ん塾に近いスタイルの運用といえる。能力・資質の
すぐれた子どもの中には、低年齢でありながら、高
等学校や大学レベルにまで深めていく子どもも出て
くることが予想される。こういった子どもの登場は
むしろ願わしいことであり、必要に応じて大学教員
も教壇に立って指導に当たることで、対応していく。
　今回提案する教育課程では、数学（以下、算数も
含めて「数学」という）・情報（現行の学習指導要
領の「総合的な学習の時間」の一部）、及び、英語
学習をこのスタイルで展開する。これらの学習は、
内容の分類が比較的単純であり、それらの系統性が
明瞭であることから、個に応じた学習の深まり方を
保障できるのではないかと考えたからである。もち
ろん、小学校段階の英語（現行の学習指導要領の「総
合的な時間」の一部）については、中学校１年にお
ける英語の内容をすぐに扱うのではなく、「英語遊
び」的なものを準備・開発していく必要があろう。
　この時間は、学習指導要領における基準性が明確
化されたことをを最大限に生かした時間ともいえ
る。すなわち、数学・情報と英語に単位制を導入す
ることで、幼児段階から個に応じた能力開発が可能
になる。いわばこの時間は、子ども一人一人が自分
の能力・可能性の限界へ挑戦する時間として位置付
けるのである。
　なお、「数学・英語学習の中学校１年段階では最
低○○を取得しなければならない」といった最低限
度の縛りを設け、それに満たない場合は、補充学習
を行うことで、それぞれの年齢における最低限の学
力は保証できる。
３　学校生活のイメージの具体化
　　 （３ユニットの教育課程上の配置）
　先に述べた３ユニットの週時程上の位置を次のよ
うに大別し、具体的な教育課程のイメージを図３に
示す。
　一般に、小学校低学年から、学年が進行するに従っ
て授業時間数が増大するが、ここでは、すべて同一
にし、中学校３年における最低限の授業時間数に合
わせた形で確保する（ただし、幼児については、異
年齢集団学習に参加するとき以外はその限りではな
い）。そうすることで、初等教育段階で英語・情報
について学習する時間も捻出できる。
１）同年齢集団学習：午前～給食
２）異年齢集団学習：清掃活動＋火・木の午後
３）単位制ステップ学習：月・水・金の午後
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人間発達と学校
　また、週時程上の１時間についても、現在の附属
小学校で実践されているモジュール方式を用いるな
ど、柔軟な対応が必要であろう。
　これに加えて、教室配置についても、必ずしも同
学年を隣接させ、発達に従って変化させるというス
タイルではなく、むしろ、全く異なるものを混在化
させる方が現実の社会と類似した状況を創り出すこ
とができ、好ましいのではないかと考える。
Ⅴ　まとめ
１　富山大学人間発達科学部附属学校園の可能性
　教員定員・学生定員をほぼ現行のままを想定しな
がら（２歳児幼稚園をのぞく）、富山大学人間発達科学
部の附属学校園としての可能性を描いた。その結果、
幼児教育から義務教育段階までについての研究開発
機能も備えた附属総合学園とすることで、今後ますま
すその存在意義が大きなものとなる可能性がある。
　また、ここでは、教科再編についてはふれなかっ
たが、文部科学省からの研究開発校の指定も視野に
入れることで附属総合学園は、現行の教育制度にと
らわれない研究も可能になる。
　さらに、人間発達科学部だけでなく、３大学統合
による多様な学部との連携も強化し、附属総合学園
の運営・研究に生かすことで、さらにその存在意義
は、学術的にも、実際の教育現場に対しても飛躍的
に増大する可能性がある。
２　残された問題点
１）具体化への問題
　ここでは、おおざっぱな構想を紹介したが、入試
体制や定員の問題、ＰＴＡの在り方など、より創造
的な実践を構築していこうとするとき様々な課題が
山積していると考えられる。今後、様々な観点から
議論を深め、現存の附属学校園のよりよい在り方を
考える手がかりとしたい。
２）高等学校教育への問題
　現在の附属学校園においては、養護学校には高等
部が存在するものの、高等学校は存在しない。もち
ろん、高等部を新設できればそれに越したことはな
いが、行政的な諸事情からほぼ不可能であろう。
　そう考えたとき、県立高等学校や県立養護学校と
研究提携を結ぶなどして、実践研究を展開する必要
があろう。その際、大学側の対応としては、医学部・
理学部・人文学部などとの連携も視野に入れる必要
がある。
　ただ、現在の附属養護学校高等部での研究成果が
大きく、また、県内における存在意義も決してない
がしろにできないことから、高等部の廃止について
は、まだまだ問題も多いように思われる。さらに、
議論が必要であろう。
Ⅵ　おわりに
　今回、あえてまだ未完成ともいえるこの構想を紹
介したのは、これまで、そして現在も富山県教育界
はもとより全国において実践研究の一翼を担ってき
ている附属学校園が、今回の学部再編を契機に、一
層その存在価値を高め、現状の教育情勢だけでなく、
将来に向けても「夢」を広げる起爆剤としての附属
総合学園であってほしいという願いからである。
　人間発達科学部の附属総合学園としての存在意義
はもちろん、まず、そこに在籍しながら今を生きる
子どもと子どもを支える保護者にとって、そして、
社会にとっても一層価値ある「学校」を求め、附属
総合学園教員と学部教員が、これまで以上に楽しく
研究・教育活動を展開できる場となっていくことを
願ってやまない。
　本稿を契機に、これまでの教育学部ではなく、今
後の人間発達科学部の附属としての学校園のあり方
について、様々な立場からの議論がなされることを
期待したい。
　なお、この提案は、まだまだ未完成であり矛盾が
内在する提案であることをお許し願いたい。
図３. 教育課程のイメージ化（週）
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